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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　9月 10日、9月議会本会議で、池田めぐみ
市議が代表質問をおこないました。今年の夏、
広島の平和祈念式に参加した池田市議は、戦
後60年の節目に平和都市宣言をしたさいたま
市が、戦後80年の来年こそ、平和推進事業に
力を入れるべきだと強調。浦和区で今も残る2
つの防空壕を視察した経験から、生きた教科書
である「市内の防空壕調査」を提案しました。
日野副市長は、「防空壕などの戦争に関する遺
構や記録を継承することは、戦争の実相を伝え
るうえで有効である。先進事例を研究していく」
と答弁しました。池田市議は、国土交通省が4
年ごとに実施している「特殊地下壕調査」で、

20政令市のなかで調査に参加していないのは、
さいたま市を含めて4市のみと指摘し、ぜひ
調査し記録を残してほしいと求めました。
　次に、さいたま市役所の現庁舎の跡地利活用
についてとりあげ、市議団がまとめたアンケー
ト結果をランキング形式で提示し、今後どのよ
うに市民の声を聞き、反映していくのか問いま
した。清水市長が答弁にたち、「2025年度に
策定予定の利活用計画の骨子では、想定される
複数パターンの事例研究をおこなうなかで、市
民の意見を生かしていく」と約束しました。ケ

ヤキなどの緑や、水の流れる段床など、現庁舎
にある地域資源の取り扱いについては、今後調
査し、残せるか対応を検討するとのことでした。

モデル事業で人手不足が明らかに

　放課後子ども居場所事業での求人について、
春からはじまった４校のモデル校のうち、栄小
学校（西区）のスタッフ募集でスキマバイトア
プリ「タイミー」が使われていた件で、党市議
団は7月に、「履歴書なし、面接なし、事前研
修なしの募集では子どもの安全は守れない」と
指摘し、ストップするよう申し入れをおこない
ました。池田市議がこの問題について質したと
ころ、「栄小学校での募集は、夏休み期間中の
臨時的な人手不足を補うためであり、市議団か
らの申し入れ後に、スキマバイトアプリでの募
集では有資格者限定にした」と答弁がありまし
た。しかし、当日までどんな人が来るのか分か
らないのは大きな問題であり、事前の面接や研
修が必須であるとあらためて指摘。モデル校４
校だけでも人材確保に課題のある「放課後子ど
も居場所事業」を、検証もないまま拙速に拡大
するのはやめるよう求めました。
　さらに学校のエアコン問題については、さい
たま市の小学校のエアコン設置率は、体育館
０％、理科室１％、図工室４％、家庭科室２％
であることを示し、早期設置を求めました。小
学校の体育館と特別教室へのエアコンの設置
については、PFI 等導入可能性調査を実施し
2025年度末までに整備方針を決定するという
前向きな答弁がありました。また、池田市議が
学校施設整備課と何度もやり取りをしてきた
「北浦和小学校のわかば学級へのエアコン未設
置問題」については、保護者からの切実な願い
を伝えることで、教育委員会が動き、わかば学
級へエアコン設置の方向で確約を取ることがで

きました。
　最後に、24時間使えるAEDの設置拡大と
「ASUKAモデル」についてとりあげました。
昨年の池田市議の初質問時に、市が管理する
24時間使用可能なAEDは 11台しかなかっ
たものが、中学校の正門や区役所玄関への設置
などで、80台に増えたことが分かりました。
市内小学校（104校）と市立高校（3校）の
正門への設置について要望すると、既存の施設
のAEDと重複しないことが前提で、休日など
の職員不在時に緊急に学校施設内のAEDを使
用する必要性が生じた場合には、施設のガラス
を割って使用するよう答弁があり、池田市議は、
学校正門のAEDを北区と緑区の生徒がこの1
年間に使用した実績があること、また、市内の
学校でガラスを割ってAEDを使用した実績は
過去10年間で０件だったことを明らかにし、
学校正門へのAED設置が、地域の安全につな
がることを強調しました。
　また、AEDの講習については、さいたま市
の5万4000人の児童生徒が「ASUKAモデル」
のとりくみのひとつである普通救命講習Ⅰを学
んでいるほか、2023年度の市の応急手当講習
は1758人の市民が受講したことがわかりま
した。「ASUKAモデル」の映像を、市の応急
手当講習で上映できないかと求めた池田市議に
対し、代表質問後、消防局長から講習の前や休
憩中などに流せるようがんばりたいと声かけが
ありました。
　池田市議の代表質問後、「放課後子ども居場
所事業のスキマバイトアプリでの求人問題」に
ついては、埼玉新聞やフジテレビ「LiveNews
イット！」などでも取り上げられ、全国ニュー
スに発展しています。大きな流れのきっかけは、
保護者の方からの相談でした。池田市議は「市
民の声をいち早く受け止め、市民のために市政
を変えていきたい」と話しました。
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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　9月 10日、9月議会本会議で、久保みき市
議が一般質問をおこないました。
　久保市議ははじめに、さいたま市の財政のあ
り方について、開発予算は青天井であるにも関
わらず、くらしや福祉の事業の拡大がされず、
財政局から「なにか増やしたらなにか減らせ」
と言われ、局のなかで予算が決められているた
めに、くらしや福祉の予算が増えないことは問
題であると指摘しました。財政局は「厳しい予
算編成過程においても、社会経済情勢等の変化
に十分留意しながら各局・区長によるマネジメ
ントを最大限発揮していただきつつ、個別の事
業について各局等としっかり協議・調整をおこ
ない、必要な予算の手当てをおこなってまいり
たい」と答弁しました。つまり各局においては、
マネジメント、すなわち無駄をはぶいたうえで、
必要な予算は要求すれば、協議、調整するとの
ことです。地方自治体の責務は住民福祉の増進
にあります。久保市議は今後、少しでもくらし・
福祉に重きがおかれる予算であるよう求めまし
た。

サクラソウ保全の充実求める
　市は2022年からサクラソウ保全のための
クラウドファンディング型ふるさと納税を実施
しており、目標額を超えて寄付金が寄せられま
した。この寄付金はすでに予算化された事業に
あてられるので、その年度に寄付金を使って新
たな保全対策を実施することはできませんが、
2年後の予算に寄付金の２分の１相当額が、追
加で局へ配分されます。つまり今年度、教育委
員会事務局に寄付金の2分の1の額が配当さ
れたということです。しかし、サクラソウ保全
の予算は増えていません。市は「2023年に比
べて対策の予算が少なくすんだので全体の予算
は増えていないが、寄せられた寄付金はサクラ
ソウ保全のために木の伐採などに使った」と述
べました。しかし、サクラソウ保全の専門員で
ある埼玉大学の荒木祐二准教授は、「もっとや
るべきことがあるのに予算がない」とおっしゃ
います。「今後は荒木准教授の意見をしっかり
聞いていくべき」と求めた久保市議に対して、
市も答弁で准教授の意見を聞き、新たな対策を
実施することを約束しました。
　さらに、オーガニックビレッジ宣言にむけて
は、市の方から宣言をいつ出すという目標は示
されませんでしたが、宣言にむけて確実に進め
ていく方向性が出されています。

　また、ごみの戸別収集の実施を求め、市は後
ろ向きの答弁でしたが、久保市議は「これから
迎える超高齢社会に向けて、ごみ出しやごみス
テーションの維持管理が困難になることが目に
見えている。逃れられない問題だ」と指摘しま
した。

障がい者グループホームへの支援を

　障がい者の親なき後の問題、老障介護の問題
がますます深刻化しています。なかには、90
歳の親が60歳の障がい者を介護している家族
もあり、限界に達しています。親が元気なうち
に障がい者が自立して生活していくことはとて
も重要なことです。そのため、グループホーム
の設立が望まれます。
　久保市議は、「本市では、グループホームの
設置数はかなりのスピードで伸びているが、残
念ながら惠（めぐみ）グループのように、不適
切な運営を実施している株式会社のグループホ
ームが増えていて、障がい者家族の安心にはつ
ながらず、依然としてグループホームの待機者
は相当数いる」と指摘し、家賃補助、食事加算、
移動支援の上限時間の引き上げ、送迎加算の4
つを市独自でおこなうよう提案しました。家賃
補助は横浜、川崎などが実施していて、市も国
の補助が足りないことは認めましたが、国に拡
充を求めていると答弁し、市独自での実施は後

ろ向きでした。移動支援については、市の移動
支援の上限時間は70時間ですが、グループホ
ームに入所すると上限は30時間に減らされま
す。障がいの重い方が余暇活動をするためには、
移動支援は必須です。市もそのことを認め、上
限時間を70時間にすることは検討すると前向
きな答弁でした。
　最後に、地域の課題解決にむけて、内水被害
対策（水害対策）と道路問題（道場三室線栄和
工区と町谷本太線の新大宮バイパス交差点）に
ついて取り上げました。内水被害対策において
は「ゼロをめざしてがんばる」との答弁、道場
三室線の補償問題、信号の設置箇所、町谷本太
線の右折車線の位置、拡大については「検討す
る」と、いずれも前向きな答弁を引き出しまし
た。
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